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コ ー ド 番 号 宮 城 県本社所在都道府県9996
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代 表 者 役 職 名 代 表 取 締 役 社 長 氏 名 佐 藤 　 正 之
問合せ先責任者 役 職 名 専 務 取 締 役 管 理 総 務 担 当

氏 名 玉 根 　 裕 Ｔ Ｅ Ｌ (     )－022 2365600

決 算 取 締 役 会 開 催 日 平成16年 5月25日 中 間 配 当 制 度 の 有 無 有
定 時 株 主 総 会 開 催 日 平成16年 6月25日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無 有 （１単元    100株）

1. 16年 3月期の業績（平成15年 4月 1日～平成16年 3月31日）
( 1 )経営成績

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 3月期       43,427     6.9       1,207    51.5       1,417    59.7

15年 3月期       40,636     4.9         797   △32.4         887   △32.2

潜 在 株 式 調 整1株 当 た り 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高
後 １ 株 当 た り当 期 純 利 益 当 期 純 利 益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率当 期 純 利 益

百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％
16年 3月期          636    35.3         69.16－      5.4     6.8     3.3

15年 3月期          470   △36.8         52.51－      4.3     4.4     2.2

(注 )1.期中平均株式数 16年 3月期      8,947,230株 15年 3月期      8,955,629株
2.会計処理方法の変更 無
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

( 2 )配当状況

1株当たり年間配当金 配 当 金 総 額 株 主 資 本
配 当 性 向( 年 間 ) 配 当 率中 間 期 末

円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％
16年 3月期          15.00－          15.00         134    21.6     1.1

15年 3月期          15.00－          15.00         134    28.6     1.2

(注 )16年 3月期期末配当金の内訳 記念配当 円 銭 特別配当 円 銭－ － － －

( 3 )財政状態

総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 1株当たり株主資本
百万円 百万円 ％ 円 銭

16年 3月期       21,641      11,982     55.4       1,337.72

15年 3月期       20,133      11,463     56.9       1,280.80

(注 )1.期末発行済株式数 16年 3月期      8,944,200株 15年 3月期      9,152,640株
2.期末自己株式数 16年 3月期        208,440株        202,163株15年 3月期

2. 17年 3月期の業績予想 （平成16年 4月 1日～平成17年 3月31日）

1株当たり年間配当金
売 上 高 経 常 利 益 当期純利益

中 間 期 末
百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中 間 期       21,800         720         410－ － －

通 期       44,500       1,600         800－          18.00         18.00

(参考 ) 1株当たり予想当期純利益 (通期 )          89円 41銭

(注 ） 上 記 の 予 想 は 本 資 料 の 発 表 日 現 在 に お い て 入 手 可 能 な 情 報 に 基 づ き 作 成 し た も の で あ り ま す 。
　 　 実 際 の 業 績 は 、 今 後 様 々 な 要 因 に よ っ て 予 想 数 値 と 異 な る 可 能 性 が あ り ま す 。
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個別財務諸表等 
（１）貸借対照表       

（千円未満切捨表示） 

第 55期 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

第 54期 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 増減金額 

              
             期 別 

 科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

(資産の部)      ％   ％       

      

Ⅰ 流 動 資 産 11,995,969 55.4 11,555,907 57.4 440,061 

   現 金 及 び 預 金 1,125,286  1,943,150  △817,864 
   受 取 手 形 391,175  451,783  △60,607 
   売 掛 金 4,423,725  4,125,300  298,424 

   有 価 証 券 3,851,773  3,102,479  749,294 

   商 品 1,749,015  1,580,981  168,033 

   前 払 費 用 22,776  23,433  △656 
   繰 延 税 金 資 産 197,065  126,951  70,113 

  未 収 入 金 286,840  237,324  49,516 

   そ の 他 20,082  20,249  △167 
   貸 倒 引 当 金 △ 71,772  △ 55,748  △16,024 

Ⅱ 固 定 資 産 9,645,486 44.6 8,577,846 42.6 1,067,640 

1．有形固定資産  5,566,083 25.7 5,183,549 25.7 382,533 

 建 物 2,054,861  1,919,894  134,967 

構 築 物 93,175  77,020  16,155 

機 械 及 び 装 置 168,288  171,734  △3,445 
車両及び運搬 具 516  81,595  △81,079 
器 具 及 び 備 品 35,723  25,782  9,941 

     土 地 3,182,012  2,907,522  274,490 

     建 設 仮 勘 定 31,504  ―  31,504 

  ２．無形固定資産 18,615 0.1 19,691 0.1 △1,076 

ソ フ ト ウ ェ ア 144  427  △282 
電 話 加 入 権 14,600  14,600  ― 
共同施設利用 権 3,870  4,663  △793 

  ３．投資その他の資産 4,060,788 18.8 3,374,604 16.8 686,183 

     投 資 有 価 証 券 1,959,278  2,115,639  △156,361 
   関 係 会 社 株 式 268,373  268,373  ― 
出 資 金 47,615  37,115  10,500 

役員長期貸付 金 ―  539  △539 
従業員長期貸付金 6,135  8,413  △2,277 
破産債権・更生債権  73,873  152,199  △78,325 
長 期 前 払 費 用 13,052  14,555  △1,503 
   繰 延 税 金 資 産 194,846  152,691  42,155 

差 入 保 証 金 630,752  550,894  79,857 

長期性定期預 金 500,000  ―  500,000 

   そ の 他 403,738  203,940  199,838 

   貸 倒 引 当 金 △ 36,878  △ 129,758  92,879 

資 産 合 計 21,641,455 100.0 20,133,753 100.0 1,507,701 
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（千円未満切捨表示） 

第 55期 
(平成 16 年 3 月 31 日現在) 

第 54期 
(平成 15 年 3 月 31 日現在) 増減金額 

              
             期 別 

 科 目 

金  額 構成比 金  額 構成比 金 額 

(負債の部)      ％   ％       

      

Ⅰ 流 動 負 債 9,262,320 42.8 8,470,533 42.1 791,786 

   支 払 手 形 436,485  427,285  9,199 

   買 掛 金 5,973,480  5,533,891  439,589 

   短 期 借 入 金 1,655,000  1,595,000  60,000 

   未 払 金 248,130  211,574  36,556 

未 払 費 用 133,190  117,858  15,331 

   未 払 法 人 税 等 447,000  272,000  175,000 

   未 払 消 費 税 50,621  59,832  △9,210 
  前 受 金 4,928  5,723  △794 
   預 り 金 77,183  73,368  3,815 

賞 与 引 当 金 236,300  174,000  62,300 

Ⅱ 固 定 負 債 397,006 1.8 199,464 1.0 197,542 

 退職給付引当 金 238,780  69,157  169,623 

役員退職慰労引当金  142,606  116,190  26,416 

長期預り保証 金 15,619  14,116  1,502 

負 債 合 計 9,659,326 44.6 8,669,997 43.1 989,328 

（資本の部）      

      

Ⅰ 資  本  金 1,405,800 6.6 1,405,800 7.0 ― 

Ⅱ 資 本 剰 余 金 1,441,680 6.7 1,441,680 7.2 ― 
  1．資 本 準 備 金 1,441,680  1,441,680  ― 

Ⅲ 利 益 剰 余 金 9,314,784 43.0 8,812,972 43.7 501,812 

  1．利 益 準 備 金 186,710  186,710  ― 
  2．任 意 積 立 金 8,460,000  7,510,000  950,000 

   別 途 積 立 金 8,460,000  7,510,000  950,000 

  3．当 期 未 処 分 利 益 668,074  1,116,262  △448,187 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 4,662 0.0 △ 16,359 △0.1 21,022 

Ⅴ 自 己 株 式 △ 184,797 △0.9 △ 180,336 △0.9 △4,461 

資 本 合 計 11,982,129 55.4 11,463,756 56.9 518,373 

負 債 ・ 資 本 合 計 21,641,455 100.0 20,133,753 100.0 1,507,701 
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（２）損益計算書 

（千円未満切捨表示） 

第 55期 
平成 15年 4月 1日 
平成 16年 3月 31日 

第 54期 
平成 14年 4月 1日 
平成 15年 3月 31日 

増減金額 
          

             期 別 
 科 目 

金  額 百分比 金  額 百分比 金 額 

      

Ⅰ 売   上   高 43,427,982 100.0 40,636,879 100.0 2,791,102 

Ⅱ 売  上 原 価 36,584,696 84.2 34,411,668 84.7 2,173,027 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  5,635,460 13.0 5,428,080 13.3 207,380 

   営 業 利 益 1,207,825 2.8 797,130 2.0 410,694 

Ⅳ 営 業 外 収 益 256,122 0.6 212,475 0.5 43,647 

   受 取 利 息 3,411  4,375  △963 
   有 価 証 券 利 息 87,535  39,992  47,542 

  受 取 配 当 金 44,847  35,642  9,204 

   賃 貸 収 入 62,936  55,747  7,189 

受 取 指 導 料 33,257  49,123  △15,866 
   そ の 他 24,134  27,593  △3,458 

Ⅴ 営 業 外 費 用 46,514 0.1 122,078 0.3 △75,564 

支 払 利 息 9,714  9,298  415 

賃 貸 収 入 原 価 33,247  25,464  7,783 

貸倒引当金繰入 ―  87,274  △87,274 

そ の 他 3,552  41  3,511 

  経 常 利 益 1,417,433 3.3 887,527 2.2 529,905 

Ⅵ 特 別 利 益 786 0.0 2,070 0.0 △1,284 

 前期損益修正 益 635  1,291  △656 
固定資産売却 益 150  778  △627 

Ⅶ 特 別 損 失 218,112 0.5 35,932 0.1 182,179 

固定資産除却 損 3,101  3,920  △819 
退職給付制度改訂にともなう  
過去勤務債務処理額  

160,619  ―  160,619 

役員退職慰労 金 10,027  ―  10,027 

役 員 退 職 慰 労  
引 当 金 繰 入 額 

41,953  ―  41,953 

投資有価証券評価損  ―  18,934  △18,934 

貸 倒 損 失 ―  11,727  △11,727 

そ の 他 2,412  1,350  1,062 

   税引前当期純利益 1,200,107 2.8 853,665 2.1 346,442 

   法人税、住民税及び事業税  691,169 1.6 432,258 1.1 258,911 

   法人税等調整額 △127,131  △48,872  △78,259 

   当 期 純 利 益 636,069 1.5 470,279 1.2 165,790 

  前 期 繰 越 利 益 32,005  7,615  24,389 

   合併による未処分利益受入額 ―  638,367  △638,367 

   当期未処分利益 668,074 1.5 1,116,262 2.7 △448,187 
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（３）利益処分案 

（単位：千円） 

第 55期 
平成 15年 4月 1日 
平成 16年 3月 31日 

第 54期 
平成 14年 4月 1日 
平成 15年 3月 31日 

増減金額 
          

             期 別 
 科 目 

金  額 金  額 金 額 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益 668,074  1,116,262  △448,187 

これを次の通り処分いたします。    

Ⅱ 利 益 処 分 額    

株 主 配 当 金 134,163  134,257  △94  

（１株当り配当金）  （15円）  （15円）  

役 員 賞 与 金 17,310  ―   17,310  
   （うち監査役賞与金） (2,400)  ―   (2,400)  
  任 意 積 立 金     

   別 途 積 立 金 500,000  950,000  △450,000  

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益 16,601  32,005  △15,403  
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（重要な会計方針） 

1. 有価証券の評価基準及び評価方法 

      ①満期保有目的債券 償却原価法（定額法）を採用しております。 

      ②関係会社株式 移動平均法による原価法を採用しております。 

      ③その他有価証券  

時価のあるもの 

 

決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 

時価のないもの 移動平均法による原価法を採用しております。 

2． たな卸資産の評価基準及び評価方法 

 移動平均法による原価法を採用しております。 

3. 固定資産の減価償却の方法 

①有形固定資産 

 

 

定率法を採用しております。ただし、平成10年4月1日以降に取得した建

物（附属設備を除く）は定額法を採用しております。なお、主な耐用年数

は次のとおりであります。 

建物及び構築物  ３年～５０年 

機械装置及び運搬具３年～１５年 

②無形固定資産 

 

定額法を採用しております。なお自社利用のソフトウェアについては、 

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

4. 引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

 

 

売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒

実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を

勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

②賞与引当金  従業員に対して支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上し

ております。なお給与規程の改程により、当事業年度末から賞与支給対象

期間を変更しております。 

③退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額にもとづき、当事業年度末において発生していると認

められる額を計上しております。数理計算上の差異は、各事業年度の発生

時における従業員の平均残存勤務期間以内の年数(10年)による定額法によ

り、翌事業年度から費用処理することとしております。 

④役員退職慰労引当金 

 

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規にもとづく当期末要支給額

の全額を計上しております。 

 

(追加情報) 

   役員退職慰労金の支給実績を見直した結果、内規に基づく当事業年度末要支給額の範囲で、功労加算相当

分として一定の割合の額を追加計上しております。 

   これに伴い、当会計期間発生額2,600千円を販売管理費及び一般管理費に計上し、過年度対応額41,953千円

を特別損失に計上しております。 

   この結果、従来の方法に比較して、営業利益及び経常利益はそれぞれ2,600千円減少し、税引前純利益は、   

44,553千円減少しております。 

 

5. リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

6. その他の財務諸表作成のための重要な事項 

 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
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注記事項 

（貸借対照表関係） 

第55期 
（平成16年３月31日現在） 

第54期 
（平成15年３月31日現在） 

１．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する資産・負債は次のとおりであります。 

１．区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている関

係会社に対する資産・負債は次のとおりであります。 

 受取手形 51,884千円  受取手形 53,932千円 

 売掛金 320,608  売掛金 286,100 

 未収入金 36,296  未収入金 34,107 

 流動資産（その他） 2,288  流動資産（その他） 2,562 

 投資等（その他） 49,350  投資等（その他） 144,806 

 買掛金 27,244  買掛金 27,351 

 短期借入金 755,000  短期借入金  695,000 

 未払金 7,421  未払金 6,489 

 預り金 41,451  預り金 34,665 

 長期預り保証金 4,250  長期預り保証金    4,250 

２．有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであり 

ます。 

２．有形固定資産の減価償却累計額は次のとおりであり 

ます 

2,811,866千円            3,056,419千円 

３．担保に供している資産の額 ３．担保に供している資産の額 
 

土地 932,861千円 

建物 846,347 

計 1,779,208 
  

 
土地 932,861千円

建物 915,588 

計 1,848,449 
  

担保付負債は、次のとおりであります。 担保付負債は、次のとおりであります。 
 

短期借入金 900,000千円 

計 900,000 
  

 
短期借入金 900,000千円

計 900,000 
 

４．会社が発行する株式の総数 23,024,000株 ４．会社が発行する株式の総数 23,024,000株 

発行済株式の総数 普通株式    9,152,640 発行済株式の総数 普通株式 9,152,640  

５．当社が保有する自己株式の株  ５．当社が保有する自己株式の株  

普通株式 208,440株 普通株式 202,163株 

６．当社においては、運転資金の効率的な調整を行うた

め取引銀行二行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約にもとづく当事業年度末の借入実行残高は次

のとおりであります。 

６．当社においては、運転資金の効率的な調整を行うた

め取引銀行二行と当座貸越契約を締結しております。こ

れらの契約にもとづく当事業年度末の借入実行残高は次

のとおりであります。 
 

当座貸越限度額の総額 900,000千円

借入実行残高 900,000  

差引額 － 
  

 
当座貸越限度額の総額 900,000千円

借入実行残高 900,000  

差引額 － 
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（損益計算書関係） 
第55期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

第54期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

1． 関係会社に係る営業外収益・営業外費用は次のと 

おりであります。 

1． 関係会社に係る営業外収益・営業外費用は次のと 

おりであります。 

 受取配当金 41,915千円  受取配当金 33,390千円 

 賃貸収入 58,757  賃貸収入 51,660 

 受取指導料 33,142  受取指導料 49,047 

 受取利息 ―  受取利息 1,992 

 支払利息 4,460  支払利息 4,090 

2． 2．前期損益修正益の内訳は次のとおりであります。 

    過年度償却債権回収額 1,291千円 

3．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 3．固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

 建物      1,379千円  建物 2,628千円 

 構築物        139  構築物 － 

 機械装置        ―  機械装置        135 

  器具及び備品        293   器具及び備品        310 

  車輌及び運搬具    1,288     車輌及び運搬具   846 

  計    3,101     計 3,920 

（リース取引関係） 
第55期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

第54期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１.リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額

及び期末残高相当額 

(１)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

構築物 377 113 263 

機械及び装置 30,660 21,793 8,867 

車両及び 
運搬具 

63,035 32,133 30,902 

器具及び備品 341,388 167,975 173,412 

無形固定資産 12,993 2,963 10,029 

合計 448,454 224,979 223,475 

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

機械及び装置 50,128 29,853 20,275 

車両及び 
運搬具 

33,444 21,502 11,941 

器具及び備品 451,606 222,156 229,450 

その他 10,469 5,785 4,683 

合計 545,648 279,297 266,350 

  

(２)未経過リース料期末残高相当額 (２)未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 84,457千円 

１年超 144,367   

合 計 228,825千円 
  

 
１年内 93,466千円 

１年超 179,233   

合 計 272,699千円 
  

 (３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相 

当額 

(３)支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当 

額 

       支払リース料          106,837千円 

       減価償却相当額          99,579 

       支払利息相当額           6,213 

支払リース料          116,834千円 

       減価償却相当額         107,801 

       支払利息相当額           8,177 
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第55期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

第54期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(４)減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(５)利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差  

額を利息相当額とし、各期への配分方法については、

利息法によっております。 

(５)利息相当額の算定方法 

同左 

２．オペレーティング・リース取引 ２. 

  未経過リース料  

 １年内 31,151千円   

 １年超 51,416     

  82,568     

  

 

 

（税効果会計関係） 
第55期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

第54期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

第55期（平成16年３月31日現在） 第54期（平成15年３月31日現在）

繰延税金資産 繰延税金資産 
 
未払事業税等 35,927千円 

賞与引当金 95,465   

ゴルフ会員権評価損否認 13,501   

役員退職慰労引当金 57,612   

投資有価証券評価損否認 12,417   

退職給付引当金損金算入限度超

過額 

96,467   

貸倒引当金損金算入限度超過額 12,988   

未払法定福利費 16,314   

未払賞与否認 27,226   

その他 27,149   

繰延税金資産合計 395,072千円 
  

 
未払事業税等否認 22,071千円 

賞与引当金 58,177   

ゴルフ会員権評価損否認 17,738   

役員退職慰労引当金 47,320   

投資有価証券評価損否認 12,417   

退職給付引当金損金算入限度超

過額 

27,939   

貸倒引当金損金算入限度超過額 12,885   

自己株式取得費用否認 6,055   

長期営業債権繰入超過額 22,462   

その他 40,872   

繰延税金資産合計 267,941千円 
  

繰延税金負債     繰延税金負債   

   その他の有価証券評価差額金 △3,160千円    その他の有価証券評価差額金 △11,701千円  

  繰延税金資産の純額 391,912千円     繰延税金資産の純額 279,643千円  
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第55期 
自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

第54期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率

との差異の原因となった主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の

負担率との差異の原因となった主な項目別の内訳 
 
法定実効税率 41.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 0.7％ 

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 △1.4％ 

住民税均等割等 1.1％ 

同族会社の留保金額に対する税額 3.6％ 

その他 1.3％ 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 47.0％ 

  

 
法定実効税率 41.7％ 

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されな
い項目 1.1％ 

受取配当金等永久に益金に算入さ
れない項目 △1.6％ 

住民税均等割等 1.3％ 

同族会社の留保金額に対する税額 2.0％ 

税率変更による期末繰延資産の減

額修正 

0.4％ 

その他 0.0％ 

税効果会計適用後の法人税等の負
担率 44.9％ 

  
３. 
 

３.地方税等の一部を改正する法律(平成 15 年法律第 9
号)が平成 15年 3月 31日に公布されたことにともない、
当期の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、
平成 16年 4月 1日以降解消が見込まれるものに限る。）
に使用した法定実効税率は、前期の 41.7％から 40.4％
に変更されております。この変更による損益への影響
は軽微であります。 
 

 

（１株当たり情報） 
第55期 

自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日 

第54期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１株当たり純資産額 1,337円72銭 １株当たり純資産額 1,280円80銭 

１株当たり当期純利益 69円16銭 １株当たり当期純利益 52円51銭 

なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額について

は、ストックオプション制度による自己株式を保有して

おりますが、調整計算の結果1株当たり当期純利益額が減

少しない為記載しておりません。 

同左 

 

 

 

 当事業年度から｢1株当たり当期純利益に関する会計

基準｣(企業会計基準第2号)および｢1株当たり当期利益

に関する会計基準の適用指針｣(企業会計基準適用指針

第4号)を適用しております。 

なお、同会計基準および適用指針を前事業年度に適用

して算出した場合の１株当たり情報については、以下

のとおりとなります。 

  1株当たり純資産額 1,173円66銭 

  1株当たり当期純利益金額 82円09銭 
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(注)  １．1株当たり情報の計算については、53期より自己株式数を控除して算出しております。 

 ２．潜在株式調整後 1 株当たり当期純利益金額については希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた
め記載しておりません。 

 ３．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

項目 

第 55期 
自 平成 15年４月 １日 
至 平成 16年３月 31日 

第 54期 
自 平成 14年４月 １日 
至 平成 15年３月 31日 

当期純利益（千円） 636,069     470,279 

普通株主に帰属しない金額（千円） 17,310       0 

普通株式に係る当期純利益（千円） 618,759     470,279  
普通株式の期中平均株式数（千株） 8,947      8,955  

希薄化効果を有しないため、潜在株
式調整後 1 株当たり当期純利益の算
定に含めなかった潜在株式の概要 

旧商法第 210条ノ 2第 2項に基づく 
自己株式 100,000株 

旧商法第 210条ノ 2第 2項に基づく 
自己株式 140,000株 
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役 員 の 異 動 

 

 

１. 代表者の異動 

       
      該当事項はありません。 

 

２. その他の役員の異動 
 

      該当事項はありません。 
 

 

以上 

        

 

 

 

 

 

 


